
【
公
共
下
水
道
事
業

 
特
別
会
計
関
係
】

進
ま
な
い
下
水
道
建
設
ど
う
す
る

Q　

下
水
の
施
設
建
設
事
業
費
が

当
初
予
算
よ
り
大
幅
に
減
っ
て
い

る
要
因
は
。
計
画
ど
お
り
に
進
ま

な
い
こ
と
に
対
す
る
対
応
は
。

A　

国
の
交
付
金
が
、
市
の
要
望

額
よ
り
も
少
な
か
っ
た
た
め
、
一

部
を
次
年
度
以
降
に
先
送
り
し

た
。
平
成
28
年
度
か
ら
下
水
道
整

備
促
進
重
点
化
事
業
と
従
来
の
通

常
事
業
に
分
け
て
交
付
金
が
交
付

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
重

点
事
業
を
積
極
的
に
活
用
し
て
事

業
を
進
め
た
い
。

【
市
水
道
事
業

 

特
別
会
計
関
係
】

県
と
の
契
約
水
量
削
減
交
渉
は

Q　

受
水
費
に
つ
い
て
、
県
水
の

承
認
基
本
水
量
は
、
減
ら
す
よ
う

取
り
組
ん
で
い
る
か
。

A　

少
し
で
も
下
げ
て
い
く
方
向

で
県
・
企
業
庁
と
協
議
を
重
ね
て

い
き
た
い
。

一
般
会
計
討
論

賛
　
成

　

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
選
択

と
集
中
の
視
点
で
事
務
事
業
の
見

直
し
と
重
点
化
を
図
っ
た
予
算
を

執
行
し
た
。

　

平
成
28
年
３
月
末
か
ら
、
４
庁

舎
に
分
散
し
て
い
た
行
政
機
能
が

統
合
庁
舎
１
カ
所
に
集
約
さ
れ
、

利
便
性
が
向
上
し
た
。
今
後
も
、

合
併
特
例
に
よ
る
交
付
税
が
段
階

的
に
縮
減
さ
れ
、
財
源
確
保
が
難

し
く
な
る
中
、
限
ら
れ
た
財
源
を

効
果
的
に
活
用
し
、
的
確
な
財
政

運
営
と
効
率
的
な
予
算
執
行
に
努

め
る
必
要
が
あ
る
。

反
　
対

　

実
質
単
年
度
収
支
は
黒
字
約

11
億
円
。基
金
残
高
は
約
70
億
円
。

起
債
残
高
は
実
質
27
億
円
。
市
の

財
政
状
況
は
、
将
来
負
担
に
お
い

て
も
良
好
だ
。

　

防
災
マ
ッ
プ
の
作
成
や
が
ん
検

診
の
予
約
の
改
善
な
ど
は
評
価
で

き
る
が
、
高
齢
者
の
祝
い
金
の
削

減
や
小
・
中
学
校
の
卒
業
祝
い
品

の
見
直
し
な
ど
は
賛
成
で
き
な

い
。

　

使
用
料
や
保
育
料
の
値
上
げ
の

必
要
が
な
い
こ
と
も
明
ら
か
だ
。

市税
73.0億円
市税
73.0億円

地方譲与税等
17.7億円
地方譲与税等
17.7億円

地方交付税
59.1億円
地方交付税
59.1億円

国県支出金
38.3億円
国県支出金
38.3億円

市債
16.3億円

市債
16.3億円

その他
30.7億円
その他

30.7億円

自主財源
44.1％
自主財源
44.1％

依存財源
55.9％
依存財源
55.9％

歳出
（性質別）
歳出

（性質別）

総務費 52.6億円
（税金の賦課徴収、戸籍や
住民登録、防犯、防災など）

総務費 52.6億円
（税金の賦課徴収、戸籍や
住民登録、防犯、防災など）

人件費 36.5億円
（委員への報酬や職員給与など）
人件費 36.5億円
（委員への報酬や職員給与など）

民生費 81.6億円
（障害者、老人福祉などの
福祉、保育園など）

民生費 81.6億円
（障害者、老人福祉などの
福祉、保育園など）

物件費 35.7億円
（委託料や手数料などの
消費的経費）

物件費 35.7億円
（委託料や手数料などの
消費的経費）

扶助費 47.4億円
（社会保障制度として、児童や
高齢者などへの支援に要した経費）

扶助費 47.4億円
（社会保障制度として、児童や
高齢者などへの支援に要した経費）

衛生費 16.3億円
（ごみ処理や保健など）
衛生費 16.3億円

（ごみ処理や保健など）

公債費 20.2億円
（市債の返還に要した経費）

公債費 20.2億円
（市債の返還に要した経費）

繰出金 28.5億円
（他の会計へ
支出した経費）

繰出金 28.5億円
（他の会計へ
支出した経費）

普通建設事業費
22.2億円

（庁舎建設や道路整備など
建設事業に要した経費）

普通建設事業費
22.2億円

（庁舎建設や道路整備など
建設事業に要した経費）

その他 18.1億円
（維持補修費など）
その他 18.1億円
（維持補修費など）

補助費等 15.8億円
（団体への補助などに要した経費）

補助費等 15.8億円
（団体への補助などに要した経費）

土木費 8.4億円
（道路整備など）
土木費 8.4億円
（道路整備など）

教育費 22.0億円
（小中学校や公民館など）

教育費 22.0億円
（小中学校や公民館など）

公債費 20.3億円
（市債（借りたお金）を

返したお金）

公債費 20.3億円
（市債（借りたお金）を

返したお金）

その他 23.2億円
（議会や消防など）
その他 23.2億円
（議会や消防など）

歳出
（目的別）
歳出

（目的別）

市税	 市民税、固定資産税などの税金
地方譲与税等	 国や県が市の代わりに集めた税金などが
	 一定の基準により配分されたお金
地方交付税	 財源不足を補うために国からもらうお金
国県支出金	 国や県に必要だと認められた事業に
	 対して、国や県からもらうお金
市債	 施設を造るときなどに借りるお金
その他	 施設の使用料など上記以外のもの

自主財源	 地方公共団体が自主的に収入できる財源
	 （市税、使用料など）
依存財源	 国や県などの意思決定により収入される
	 財源（地方交付税、国県支出金など）

歳入決算額  235億1,364万円
（平成17年度は217億9,565万円）

歳出決算額  224億4,253万円
（平成17年度は203億4,423万円）

歳入

歳出
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